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　●市議会で行われたこと
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●開催時間は、いずれも午前１０時を予定しています。

開　　催　　日 会　　議　　名
１２月１０日（水） 市議会本会議（１日目）「一般質問、議案審議」
１２月１１日（木） 市議会本会議（２日目）「一般質問、議案審議」
１２月１２日（金） 市議会本会議（予備日）
１２月１５日（月）～ 常任委員会（付託がある場合）
１２月１９日（金） 市議会本会議（最終日）「議案審議」

★上記の日程は変更される場合があります。
　詳しくは議会事務局（0725-33-1131 内線 2508）
　までお問い合わせください。

　　令和７年第３回定例会が９月１０日から２９日の間で開催されました。
　　　一般質問要旨、令和６年度決算審査特別委員会の質疑等を掲載しています。
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問　令和７年７月に実施された参議院議員選挙で
は、市立図書館シープラ内に５日間、期日前投票
所が新設されたが、この投票者数を示せ。
　また、今回と前回の参議院議員選挙における市
役所での期日前投票者数を示せ。
答　シープラでの期日前投票者数は、男性 1,173
名、女性 1,911 名の合計 3,084 名。市役所での
期日前投票者数は、今回が 10,246 名で前回は
9,042 名であり、1,204 名増加した。
問　今回の期日前投票では、市役所とシープラで
年齢層の差などはあったのか。また、シープラで
の投票後アンケートにあった「シープラで期日前
投票をした理由」について、結果を示せ。
答　年齢層については、シープラの方が 10 代か
ら 30 代の投票者の割合が高い結果となり、若年
層の投票行動につながった可能性が見られた。

　理由については、「市役所の期日前投票所や
当日の投票所より近いから」という回答が約
23％、「駅前商業施設での買い物や食事、通勤・
通学、図書館に行ったついでに投票できるから」
が約 65％を占めるという結果であった。
意見・要望　今回の結果を受けて、シープラでの
期日前投票所開設は大きな効果があったと考える。
引き続き、シープラでの期日前投票所の設置継続
を要望する。
　公職選挙法に規定はないが、申し出ると受け取
ることができる「投票済証」をきれいなデザイン
で発行し、投票行動につなげる取り組みをしてい
る自治体もあり、最近では、投票済証を店舗に持
参すれば割引等の特典が受けられる「投票率アッ
プという社会貢献」と「自店の利用率アップ」を
掛け合わせた取り組みを
行っている事例もある。
　今後も投票率を上げる
ためにさらなる試行錯誤
と連携を要望する。

投票率を上げるための施策について

市市 政政 問問をを うう

　第 3 回定例会（9 月定例会）では、9 月 10 日、11第 3 回定例会（9 月定例会）では、9 月 10 日、11
日に一般質問を行いました。日に一般質問を行いました。
　また、令和６年度決算審査特別委員会を 9 月 16 日　また、令和６年度決算審査特別委員会を 9 月 16 日
から 24 日まで開催し、審査を行いました。から 24 日まで開催し、審査を行いました。
　各議員および委員が行った質問・質疑から要約して　各議員および委員が行った質問・質疑から要約して
掲載しています。掲載しています。
　各二次元コードから録画放送をご覧いただけます。　各二次元コードから録画放送をご覧いただけます。

一　般　質　問
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黒川　俊明
（大阪維新の会）

　　↑本市の投票済証

 令和７年

 第 3 回定例会
一般質問
令和６年度

決算質疑

（写真：大阪経済大学写真部提供）（写真：大阪経済大学写真部提供）



問　自治体財政力指数とは、地方公共団体の財政
力を示す指標で基準財政収入額を基準財政需要額
で除した数値の過去３年間の平均値である。この
指数が高いほど財源に余裕があり、財政運営が安
定しているとみなされる。本市の過去５年間の自
治体財政力指数の推移を示せ。
答　令和２年度 0.735、令和３年度 0.717、令
和４年度 0.706、令和５年度 0.692、令和６年
度 0.687 である。
問　５年間で約 0.05 減となっているが、財政力
指数の推移についての市の見解と今後 10 年間の
予測される推移について示せ。
答　後年度になるほど下がっている。これは高齢
者人口や就学前保育利用者数の増加などによる基
準財政需要額をカバーできるほどには基準財政収

入額が増えていないためで、市税等の収入が歳出
に追いついていないとの見解を持っている。
　今後 10 年間の推移については、横ばいから微
減で推移していくものと予想している。
問　本市の財政調整基金の推移について示せ。
答　令和４年度が 48 億 3,391 万 7,000 円、令
和５年度が 47 億 5,301 万 9,000 円、令和６年
度が 41 億 5,709 万 9,000 円である。
問　最低でも 50 億円以上は蓄えておかないと何
かあったときにはすぐに基金が尽きてしまう。こ
の状況を見据えて、今後の財政収支の改善策につ
いて、市の考えを示せ。
答　歳入は、根幹をなす市税の安定的な確保が重
要と考える。歳出は、老朽化した公共施設の整備
に係る財源として地方債を発行することとなるが、
将来、公債費として償還するため、元金償還額と
発行額とのバランスを考慮し地方債を発行したい。
意見・要望　歳入では、ふるさと納税の拡充や企
業誘致、定住促進を図りながら税収自体をアップ
させるとともに、歳出では、民間活用を推進して
経費の削減にあたることを要望する。

一　般　質　問

　3　　令和 7 年 11 月号 ● 議会だより　　

問　学校や教育支援センターでの不登校児童・生
徒に対する取り組みを示せ。
答 ( 教育委員会事務局長 )　学校では、教員とス
クールカウンセラー等の専門家が連携した相談体
制に加え、コロナ禍以降は学びの機会を保障する
ため、１人１台端末を活用し、家庭でもオンライ
ンで学習できる環境を整備している。さらに、校
内教育支援員を全小・中学校に配置することで、
校内教育支援ルームで、個々の実情に合わせた個
別支援を行っている。
　教育支援センターでは、学校に行くことに不安
や抵抗がある児童・生徒のために、スマイルステー
ションを設置し、教科の学習だけではなくさまざ
まな活動をとおして社会性の向上を図っている。
問　引っ越し等家庭の事情でやむなく転校するな
ど、新しい学校になじめず登校しづらくなるケー

スもあるが、学区制度についての考え方を示せ。
答　不登校に限らず、すべての児童・生徒が自分
に合った学校で学べることを目的として、これま
での特定区域選択制を含め、自由選択制や隣接区
域選択制、特認校制等の導入を調査研究している。
問　義務教育課程を修了したひきこもり者への支
援策についての本市の取り組みを示せ。
答 ( 保険福祉部長 )　市民生活応援窓口職員や地
域のコミュニティーソーシャルワーカーが、ひき
こもり当事者や家族と良好な関係性を構築できる
よう丁寧に時間をかけて、現在の生活状況などの
聞き取りを行い、必要に応じて、当該世帯を訪問
するなど状況把握に努めている。
  支援の必要がある場合は、当事者の集まりの場
などを案内し、外に出るきっかけをつかんでもら
い、その後、基礎能力を養いながら就労に向けた
支援を行っている。
要望　幼少期や義務教育課程の不登校に陥るとこ
ろで、しっかり食い止めることが重要だと考える。
引き続き、学びの場を止めないよう、貴重な人材
を一人でも多く救済できる施策をお願いする。

丸谷正八郎
（ 市民クラブ ）

堀口　陽一
（大阪維新の会）

不登校・ひきこもり支援対策について

令和７年度以降の財政状況
　　　（自治体財政力指数）について



一　般　質　問
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問 ( 議員 )　私は議員となった当初から中学校給
食の実施を求めてきた。2019 年から実施された
が、開始当初は自校調理とせず 2025 年８月から
自校調理とした理由を示せ。
答 ( 教育委員会事務局長 )　当初は調理室の面積
等を確保できなかったが、生徒数の減少や部活動
縮小など教育環境が変化し整備に至った。
問　物価高騰の中、給食費における米の食材費を
市が負担しているが、他の取り組みを示せ。
答　ときめき給食については、通常の給食単価に
１食当たり 50 円上乗せし、発酵食品や有機食材
などを取り入れており、塩は通年で自然塩を使用
している。また、砂糖を栄養価の高いてんさい糖
やきび糖などにすることを検討している。
問　毎日使う調味料をよくすると、他の食材費を
圧迫する。その分は米同様に市の負担を上乗せす

る必要があると考えるが、見解を示せ。
答　物価高騰の状況を見定めつつ、予算の在り方、
食材調達方法や献立など重層的に検討していく。

問　物価高騰で家計が大変な折、給食費無償化が
全国的に進んでいるが、大阪府内自治体の給食費
無償化の状況を示せ。
答　令和７年７月時点で、「小・中学生全員対象
で恒久的実施」が 11 自治体、同様の内容で「単
年度ごとに判断し継続実施」が４自治体、「小・
中どちらかを対象に恒久的実施」が９自治体、「期
間や対象を限定して実施」が７自治体、実施なし
が 12 自治体。
問　市長は選挙前に給食費の段階的無償化を公約
としているが、実現に向けての考えは。
答 ( 市長 )　 国の動向がまだ不透明で、質を落と
さずに実現可能か見定めていく段階である。
要望　安心安全な給食は、就学前も含めた子ども
たちの成長や発達の基本的な権利保障として位置
づけ、無償化に取り組むよう強く要望する。

問　今後のまちづくりについての考えを示せ。
答　都市計画マスタープランの理念として「地理
的な特徴や地域の特性に基づいた適度なコンパク
トさを生かし、必要なものが必要なところに必要
なだけ存在し、将来にわたって誰もが輝き続ける
都市を目指す」としている。
問　土地利用に際して、市での手続きを示せ。
答　共同住宅等を建築する場合、または、土地利
用面積が 300 平方メートル以上の場合等の開発
を行うときは、開発指導要綱に基づく手続きが必
要となる。さらに、土地利用面積が 500 平方メー
トル以上の場合は、都市計画法に基づく手続きが
必要となる。
　また、手続き完了後に建築基準法に基づく確認
を大阪府または指定確認検査機関において受ける
必要がある。

問　まちの変化の要因の一つに用途地域の変更が
ある。今回、７月に都市計画変更説明会、８月に
公聴会が開催されたが、全部で７か所の変更があ
る中で、青葉町、汐見町、河原町の一部において、
第二種住居地域から準工業地域に変更するとした
意図と目的、将来の土地利用の在り方を示せ。
答　幹線道路沿道の有効な土地利用を促進しよう
とするもので、現在はあくまでも素案であり、何
も確定しておらず変更となることもある。
要望　今回対象となっている地域の買い物難民と
もいわれる住民が切望している商業施設は、今の
用途地域のままで建設可能であり、準工業地域に
変更する必要はあるのか疑問である。
　土地所有者や変更対象地域の住民だけでなく、
変更によって工業地域
と準工業地域に囲まれ
ることとなる戎小学校
の保護者や近隣住民等
に対して、ぜひとも地
域説明会などの開催を
要望する。

森下　　巖
（ 日本共産党 ）

野田　悦子
（市民未来の会）

小中学校給食の現状と改善について 給食費無償化について

本市のまちづくりと手続きについて



問　泉大津急性期メディカルセンターが開院し、
市民も期待しているが、カルテの取り扱いに戸惑
いの声もある。旧市立病院のカルテの保管状況と、
廃止した診療科について示せ。
答　カルテは医師法等に基づき５年間保存として
いる。診療科の再編統合に伴い眼科を廃止したが、
府中病院との医療体制において連携している。
問　旧市立病院のカルテは「紙カルテ」と「電子
カルテ」のどちらなのか。また、カルテの保管数は。
答　紙カルテであり、令和７年７月時点で約 13
万 3,000 冊を保管している。
問　障害年金の申請には初診日確定のためにカル
テの確認が必要であり、カルテがない場合は申請
が却下されることもある。障害年金は初診日が
10 年前でも申請が可能であることからも、旧市

立病院と周産期小児医療センターのカルテ保管期
間を延長する考えは。
答　院内の空きスペースを活用し、10 年間を目
途に保管したいと考えている。
問　急性期メディカルセンターは電子カルテか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、カルテの保管期間は。
答　電子カルテで運用し、保存期間は永年である。
問　電子カルテのセキュリティー対策とバック
アップ体制について示せ。
答　不正アクセス等を防ぐためのファイアー
ウォールやＡＩエンジンを活用したウイルス監視
ソフトを導入し、情報漏えい等を未然に防止する
体制を整え、オフラインで安全性の高い装置を用
いた万全のバックアップ体制を構築している。
要望　カルテ情報の管理は、患者の命とプライバ
シー、医療機関の信頼を守るための基盤である。
　市民の安心確保のため、厳
重な情報管理と窓口での市民
に寄り添う対応を要望する。　
◎その他の質問　　
 ・公費医療とマイナ保険証の連携について

一　般　質　問

　5　　令和 7 年 11 月号 ● 議会だより　　

問　地方創生 2.0 基本構想について、これを受け
ての本市の今後の方向性について示せ。
答　現時点で具体的な施策が示されておらず、市
町村としての取り組みの方向性が明確になってい
ない状況であり、引き続き国の動向を注視する。
問　関係人口を増やすための今後の展開を示せ。
答　社会課題の解決につながる取り組みを創出
し、その情報発信と体験できる機会の提供に取り
組んでいく。
問　実際に暮らす住所地以外の地域に継続的に関
わる人々を登録できるふるさと住民登録制度を導
入した場合、登録者と本市へのインセンティブは。
答　広報紙やふるさと納税のパンフレットなどで
情報提供することで、登録者は本市の取り組みを
体験できるイベントの情報や各種募集の情報を知

ることができ、本市はイベント参加者数やふるさ
と納税の寄附額の増加につながると考える。
問　関係人口として本市に関わるところから定住
につながることが理想である。
　ふるさと住民に「関係」から「定住」への決断
を促すための実現可能な方策を示せ。
答　本市独自の取り組みや魅力の積極的な発信や
移住を考えている人への相談体制の充実、地域行
事、ボランティア活動などへの参加を呼びかけ、
本市での居場所をつくることが必要だと考える。
また、本市の交通アクセスのよさなど住みやすい
住環境であるという情報を分かりやすく発信して
いく必要があると考える。
要望　今回の制度化は、都市と地方を恒常的につ
なぐ制度インフラを構築するものであると考えら
れ、関わりをより深めることを目的に制度設計が
なされるのではないかと推測する。
　交流から関係、関係から定住につながるように、
国の情報には迅速に対応することを要望する。
◎その他の質問　　
 ・デジタル水産業戦略拠点について　他

丸山　直土
（ 公 明 党 ）

地方創生 2.0 基本構想より
　「ふるさと住民登録制度」について

池辺　貢三
（泉大津創志会）

「旧市立病院移転後の情報管理と市民
の安心の確保」について



一　般　質　問
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問　プレミアム付デジタル商品券の第１弾の申し
込みが８月に開始されたが、今後の流れと事業の
全体像を示せ。
答　本事業は、期間を２回に分けて実施予定で、
第２弾は、第１弾の結果を分析評価し、申込対象
者、購入口数、利用期間など条件面を検討する。
問　地域通貨という観点で、既存の各種補助制度
をポイント支給という形で発展させる可能性は。
答　今年度、地域活動への参加者等に対して地域
デジタルポイントを付与する事業を予定してお
り、この枠組みを活用すればポイント付与は可能
であるが、その方法が市民ニーズに合致している
のかなど、その効果や影響を検証する必要がある。
問　今年度実施予定のデジタルポイントを付与す
る事業は、市民自身が泉大津をつくっていく当事

者意識の醸成を図ることができると
考えるが、方向性を示せ。
答　既存キャッシュレスによる全国初の取り組み
のため、ポイント付与により効果が見込まれる事
業を選定するべく、関係各課と調整中である。

問　高齢者の運転免許証自主返納数が増加してい
る状況を踏まえ、乗り合い型のデマンド交通実証
実験など官民連携手法の在り方の検討は。
答　高齢者の移動支援策の一つとして有効と考え
ており、引き続き他自治体の事例などを注視する。
問　民間タクシー事業者などに利用できる支援チ
ケット等の助成制度の在り方についての見解は。
答　費用面での課題等もあるため、慎重に検討す
る必要がある。
問　シニアカーの購入費助成についての見解は。
答　高齢者の外出支援策の一つとして有効と考え
る。前述のさまざまな手法の調査研究を行うなど、
高齢者の外出支援の充実に引き続き努める。

問　介護保険の住宅改修と重度障害者の住宅改造
助成制度について、市の裁量はあるか。
答　介護保険の住宅改修については、法に基づき
実施しており、市の裁量はない。重度障害者住宅
改造助成制度については、原則として大阪府の要
綱に準じて交付要件を定めている。
問　木造住宅耐震改修費補助制度については。
答　国および府の制度に基づいて実施している。
問　本市が独自で実施していた定住促進住宅リ
フォーム助成制度が廃止された理由を示せ。
答　平成 29 年度の事務事業評価において、定住
促進の有効性の根拠が明確でなく、市内の良質な
住宅インフラを提供するという観点から、耐震化
やバリアフリー化等に関する住宅助成制度とした
方がよい等の意見があったことから、検討を重ね、
平成 30 年４月１日に廃止した。

意見　現在、バリアフリーを補助する本市の独自
制度はない。住宅関連の施策により、福祉の問題
解決につながることもある。介護認定を受けてい
なくても、重度障害でなくても、手すりがあれば
助かる人がいる。居住支援のための自由度が高い
住宅リフォーム助成制度の創設を要望する。

問　本市の国民健康保険証の期限は 10 月末であ
るが、期限到来への対応について示せ。
答　マイナンバーカードを保険証として利用登録
をしていない人、あるいは利用登録を解除した人
などには資格確認書を送付し、利用登録をしてい
る人には資格情報のお知らせを 10 月初旬にそれ
ぞれ送付する予定である。
意見　医療機関において保険資格を確認する方法
が全部で９種類もある。期限切れ保険証等での資
格確認は、本来は推奨されるべきではない。
　国民健康保険証の期限までに、資格確認書を加
入者全員に送付するよう改めて要望する。

朝比奈大貴
（ 市民クラブ ）

松本　真麗
（ 日本共産党 ）

プレミアム付デジタル商品券の運用と
発展性・商業活性化支援策について

住宅リフォームに関する助成について

マイナンバーカードにまつわる
　　システムと保険証廃止について

高齢者の移動支援政策の拡充・
　　　　　社会進出の支援について
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問　愛知県大府市では、認知症の人に声をかけや
すいように、また、認知症の人が周囲のサポート
を受けやすいように、全国で初めてとなる認知症
ヘルプマークを制作した。大府市は「この認知症
ヘルプマークが全国で使用され、認知症を正しく
理解し、認知症の人やその家族を温かく見守るこ
とができる共生社会の一助となることを期待して
いる」とのことである。
　認知症ヘルプマークについての本市の見解は。　
答　認知症の人自らがこのマークを身につけるこ
とで、周囲に理解と配慮を求めやすく、また、周
囲の人も配慮や支援が行いやすくなり、社会全体
で認知症の人を支える環境づくりに寄与すること
が期待される。一方、このマークを身につけ外出
することで、認知症であることを不特定多数の人
に知らせることになるため、本人とその家族の意

向や犯罪リスクなどを踏まえ、慎重に検討する必
要があると考える。
問　今回、質問するきっかけとなっ
たのは、市民の人から認知症の人が
カバン等につけるヘルプマークにつ
いて相談を受けたからである。　　（愛知県大府市提供）　
　本市においても、認知症に特化したヘルプマー
クが欲しいという市民に対して、大府市のヘルプ
マークを活用する取り組みについての検討は。
答　マークをつけた場合のメリット・デメリット
を十分に検討していく必要があるため、マークに
対する認知度やその活用状況などについて調査研
究する。
要望　本市においても、今後、調査研究し、認知
症ヘルプマーク活用への取り組みを進めることを
要望する。
　

◎その他の質問　　
 ・住宅用火災警報器について

問　今回の参議院議員選挙の中で、経済政策、物
価高騰対策が争点となり、米不足や流通価格が取
り上げられた。本市は、米に関することに積極的
に取り組んでおり、市民にとっても関心が高い。
現在の本市の取り組みについて詳細を示せ。
答　本市では、令和５年３月に策定した「安全・
安心な食料の安定的確保に関する構想」に基づき、
全国各地の米を生産している自治体と農業連携協
定を締結し、生産地から安定的な価格で米を購入
して、学校給食などの事業に活用している。
　本構想に基づく取り組みのうち、学校給食につ
いては、米代を市が負担することで保護者からの
給食費のうち、米の購入相当分を食材の物価高騰
分や食材の質の向上に充てることができている。
　また、米不足や米の価格高騰が続く中、本構想
に基づき、連携自治体において確保してもらって

いた米を、東洋ライス株式会社の協力によって、
市民を対象に、市場よりも安い価格で販売できた。
問　自治会を窓口とした米の共同購入についての
背景と実績を示せ。
答　市内 84 自治会のうち 40 自治会が参加し、
1,386 世帯に対し、５kg の米を計 2,223 袋届け
ることができた。高齢者や独居の人、インター
ネットが使えない人などにも行き渡った。また、
留守の人については、自治会が預かり自宅に届け
たり、受取日の土日設定や受取時間帯を柔軟にす
るといったきめ細やかな対応もなされ、仕事で不
在の若い世代からも助かったとの声が寄せられて
いる。
　さらに、この取り組みは日常の暮らしを支える
だけでなく、災害時の物資配付にもつながる経験
となり、平時から有事に備える地域の力を高める
ものになったと考えている。
意見・要望　米は、日本の食文化として地域農業
を支える基盤である。価格高騰や米不足といった
現状を踏まえ、自治体が連携して安定供給と需要
拡大に取り組むことを強く期待する。

村岡　　均
（ 公 明 党 ）

井上　信久
（市民未来の会）

一　般　質　問

参議院選挙後の本市の影響について

認知症ヘルプマークについて

※認知症ヘルプマーク
　 黄色が認知症の人、白色が手を差し
　 伸べている地域等の人を表している。
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問　本市が重点的に進めている英語教育の内容や
実施状況、成果について示せ。
答　令和６年度から２年間かけて、市内の全小・
中学校に語学指導等を行う常駐のＡＬＴ（外国語
指導助手）を配置してきた。
　教科等、横断的な英語学習の授業実践が増え、
外国語以外の授業や授業外でも英語に触れる機会
が創出され、子どもの英語を使うことへの抵抗感
が減少している。
問　英語教育を進めるにあたり、日本語力をどう
維持・強化していくのか、そのバランスが今後ま
すます重要になると考える。
　読解力や語彙力の向上に係る取り組みはあるか。
答　令和６年度からリーディングスキルの視点に
基づく授業改善を一つの柱としている。
　リーディングスキルは、学習の目標を達成する

ための基盤となる資質・能力であり、児童・生徒
が自ら学び続ける力を養うため、すべての授業を
通じて、その育成を重視している。
問　英語教育との連携によって、日本語と英語の
両方の言語力を育む施策を示せ。
答　英語科は、相手を意識しにくい教科と考えら
れていたが、各校に常駐のＡＬＴを配置したこと
により、相手を意識できる授業が可能となり、児
童・生徒は学習する意義を感じることで、学習意
欲も高まっている。
要望　劇団四季が 2005 年から全国で取り組んで
いる「美しい日本語の話し方教室」では、北海道
から沖縄まで 7,921 校、65 万人以上の児童・生
徒に、俳優自らが母音法を用いた発声や表現を指
導し、言葉を丁寧に扱う大切さを伝えている。
　本市の英語教育に加えて

「美しい日本語を話す力」を
育む機会を取り入れ、母国
語と外国語の双方を大切に
し、より豊かな言語力を育
めるよう要望する。

問　業務改革推進事業におけるサービス利用料の
内容を示せ。
答　行政手続きオンライン申請サービスやバー
チャル市役所総合案内、生成ＡＩ利用などである。
問　令和６年度の生成ＡＩの実証実験の結果は。
答　生成ＡＩを使用した職員の 86％が「業務が
効率化した」と回答。効果的な手段と認識している。
問　セキュリティ面への対応について示せ。
答　国内サービスを利用し、入力したデータ等が
生成ＡＩの学習に利用されないモデルを採用して
いる。また、利用ガイドラインを定め、職員に対
して遵守を徹底している。
要望　ＡＩは文字起こしなど時間の効率化にも向
いており、さらに活用し、業務効率化に取り組む
よう要望する。
　一方、ＡＩの利用増加で 2028 年にはアメリカ

のデータセンターの電力消費は全体の 12％に達
する見通しである。
　ＡＩ利用は環境に負荷がかかるため、環境保全
にもより一層取り組むよう要望する。
 

問　みんなの居場所づくり事業の実施事業者や実
施内容はどこで紹介されているか。
答　ホームページや広報紙で紹介している。
問　令和６年度の補助金交付事業者数と令和５年
度から継続実施しなかった事業者数を示せ。
答　令和６年度は７事業者で新たに３事業者、継
続４事業者。継続しなかったのは１事業者である。
要望　補助金交付の有無に関わらず、「みんなの
居場所づくり」に取り組むすべての公益的な事業
者を、ホームページ等で紹介するよう要望する。
◎その他の質問
・教育データの活用について
・商店街について
・病院事業の経営改善について

総務費：業務改革推進事業について

岡本　笑明
（大阪維新の会）

決　算　質　疑

西條　　徹
（大阪維新の会）

教育費：英語教育推進事業について

民生費：孤独・孤立対策推進事業に
ついて
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問　当初予算額４億 7,411 万円に対し、決算額
３億 4,061 万円、執行率が 71.4％となっている
が、この執行率に至った要因を示せ。
答　令和６年度の寄附額は７億 190 万 5,531 円
であり、当事業の費用のうち、返礼品に係る費用
やふるさと納税業務委託料等は、寄附額に応じて
支払う費用であり、寄附受入額が見込みより少な
かったため、不用額が生じたものである。
要望　近年、ふるさと納税をめぐる自治体間の競
争は激しくなっており、寄附額・寄附件数の確保
が大きな課題となっている。本市においても、返
礼品の魅力をさらに高めるとともに、広く知って
もらうためのプロモーションを充実させ、持続的
な寄附につながる仕組みを構築し、寄附額の増加
につなげるよう要望する。

問　住宅用ゼロカーボンシティ推進補助金、省エ
ネ家電製品買換促進助成金の交付数・補助実績は。
答　住宅用ゼロカーボンシティ推進補助金は、全
体で 300 件、969 万 5,000 円を交付。省エネ家
電製品買換促進助成金については、全体で 204
人に対し 416 万円を交付した。
問　当制度は人気が高く、さらなる充実に向け、
１件当たりの補助・助成額増額と、それに伴う予
算増額が必要と考えるが、市の見解は。
答　現時点では、補助上限額の引き上げや予算増
額は考えていないが、物価動向や利用実績、他の
補助事業の見直しなども含め制度の充実に努める。
要望　既存の枠にとらわれず柔軟な発想で、対象
機器の在り方、補助金額・助成上限額（予算増額
含む）について、幅広く検討するよう要望する。
◎その他の質問
 ・もの忘れ検診受診率向上の取り組みについて
 ・防災行政無線の拡充について　他

決　算　質　疑

谷野　　司
（泉大津創志会）

総務費：泉大津市ふるさと応援寄附
事業について

衛生費：ゼロカーボンシティ推進事
業について

８月 18 日（月）
　介護者家族の会との
　　　意見交換会

議 会 の 話 題

11 月 22 日（土）
  議場コンサート
　　

 第４回泉大津市議会議場コンサートを開催します。
　　　　　　　　　　 ※入場無料（先着 100 名）

　○日　時：令和 7 年 11 月 22 日（土）
　               午前 10 時 ～ 正午（開場 9 時 30 分）
　○場　所：泉大津市役所５階 議事堂

釜親　寿里釜親　寿里

ヒューマンノートヒューマンノート

MK2MK2

ダンススタジオきらりダンススタジオきらり
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め
ら
う
こ
と
な
く
受

診
で
き
る
環
境
整
備
に
つ
い
て
要
望
し
た
。

　

民
間
委
託
費
が
増
え
る
と
と
も
に
、
税

金
の
使
い
方
が
偏
っ
て
お
り
、
市
民
生
活

を
支
え
、
暮
ら
し
を
守
る
点
で
も
不
十
分

で
あ
る
た
め
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
に

反
対
と
す
る
。

　

病
院
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
一
会
計

に
二
病
院
が
混
在
す
る
た
め
非
常
に
分
か

り
に
く
く
、
市
の
実
情
に
見
合
わ
な
い
巨

額
の
資
金
を
投
じ
て
き
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
反
対
と
す
る
。

■
令
和
６
年
度
決
算
に
お
い
て
、
経
常
収

支
比
率
は
悪
化
し
、
依
然
と
し
て
硬
直
化

し
た
状
況
が
続
い
て
お
り
、
強
固
な
基
盤

構
築
に
向
け
た
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
る
。

　

今
後
は
、
老
朽
化
し
た
公
共
施
設
の
改

修
・
再
編
整
備
な
ど
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

さ
ら
な
る
財
政
健
全
化
と
計
画
的
な
事
業

実
施
に
向
け
た
取
り
組
み
を
要
望
す
る
。

　

一
般
会
計
に
つ
い
て
は
、
持
続
的
な
ふ

る
さ
と
応
援
寄
付
に
つ
な
が
る
仕
組
み
の

構
築
、
孤
立
す
る
独
居
高
齢
者
へ
の
適
切

な
支
援
の
充
実
、
防
災
情
報
が
適
切
に
伝

達
で
き
る
仕
組
み
の
構
築
、
認
知
症
検
診

事
業
の
さ
ら
な
る
周
知
等
に
つ
い
て
要
望

し
た
。

　

水
道
事
業
、
下
水
道
事
業
会
計
に
つ
い

て
は
、
老
朽
管
更
新
、
耐
震
化
、
ポ
ン
プ

場
等
の
整
備
を
進
め
、
安
全
安
心
な
公
共

イ
ン
フ
ラ
の
維
持
に
努
め
る
と
と
も
に
、

市
民
の
負
担
増
と
な
ら
な
い
よ
う
、
健
全

か
つ
持
続
可
能
な
事
業
運
営
に
取
り
組
む

こ
と
を
強
く
要
望
し
た
。

　

病
院
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
財
政
状

況
の
改
善
に
向
け
て
、
さ
ら
な
る
経
営
効

率
化
を
図
る
と
と
も
に
、
質
の
高
い
医
療

を
安
定
的
に
提
供
で
き
る
よ
う
、
あ
ら
ゆ

る
面
で
経
営
改
善
に
努
め
る
よ
う
要
望

し
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計

の
全
会
計
に
賛
成
と
す
る
。

■
令
和
６
年
度
決
算
に
お
い
て
、
経
常
収

支
比
率
が
令
和
４
年
度
か
ら
連
続
で
悪
化

し
、財
政
の
硬
直
化
が
進
ん
で
い
る
。し
っ

か
り
と
し
た
検
証
を
行
い
、
よ
り
一
層
の

財
政
健
全
化
へ
の
取
り
組
み
と
計
画
的
な

事
業
実
施
を
要
望
す
る
。

　

一
般
会
計
に
つ
い
て
は
、
ア
ピ
ア
ラ
ン

ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
さ
ら
な
る
発
展
と
安

心
し
て
利
用
で
き
る
環
境
整
備
や
森
林
環

境
体
験
学
習
推
進
事
業
に
お
け
る
教
育
現

場
な
ど
多
様
な
分
野
で
の
木
材
活
用
等
、

さ
ま
ざ
ま
な
観
点
か
ら
質
問
し
、
意
見
要

望
し
た
。

　

水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、「
安
全
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令和６年度令和６年度
決算審査決算審査

特別委員会委員特別委員会委員

◎池辺　貢三
○岡本　笑明
　朝比奈大貴
　井上　信久
　西條　　徹
　谷野　　司
　村岡　　均
　丸山　直土
　森下　　巖

◎は委員長、 ○は副委員長

反
対
意
見

賛
成
意
見

第
３
回
定
例
会
で
決
め
た
こ
と

第
３
回
定
例
会
で
決
め
た
こ
と

泉
大
津
市
防
災
倉
庫
設
置
条
例
制
定
の
件
、

     

令
和
７
年
度
泉
大
津
市
一
般
会
計
補
正
予
算
の
件
な
ど
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

議
案
を
審
議
し
ま
し
た
。

第
３
回
定
例
会
で

第
３
回
定
例
会
で
決
め
た

決
め
た
こ
と
こ
と

主
な
議
案
内
容



で
安
心
な
水
の
供
給
」
を
将
来
に
わ
た
り

確
保
す
る
た
め
に
、
持
続
可
能
な
経
営
を

見
据
え
た
取
り
組
み
を
一
層
進
め
る
よ
う

要
望
す
る
。

　

下
水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
市
民

の
安
心
と
安
全
を
守
り
、
災
害
に
強
い
都

市
基
盤
を
維
持
す
る
た
め
に
、
今
後
も
計

画
的
か
つ
着
実
に
事
業
を
進
め
る
よ
う
要

望
す
る
。

　

病
院
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
経
営
の

健
全
性
を
確
保
し
、
地
域
医
療
の
中
心
と

し
て
市
民
が
安
心
で
き
る
病
院
づ
く
り
を

進
め
る
た
め
、
効
率
的
な
運
営
と
質
の
高

い
医
療
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
両
立
を
要
望

し
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計

の
全
会
計
に
賛
成
と
す
る
。

■
令
和
６
年
度
の
一
般
会
計
お
よ
び
特
別

会
計
に
つ
い
て
は
、
財
政
の
地
方
交
付
税

へ
の
依
存
状
況
や
、
財
政
構
造
の
硬
直
性

と
い
う
面
で
予
断
を
許
さ
な
い
状
況
で
あ

る
。

　

法
律
相
談
事
業
に
お
け
る
現
行
の
枠
組

み
に
と
ら
わ
れ
な
い
手
法
の
検
討
、
見
守

り
Ｓ
Ｏ
Ｓ
事
業
に
お
け
る
制
度
の
拡
充
、

商
店
街
活
性
化
の
た
め
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

強
化
支
援
、
消
防
団
員
の
確
保
と
負
担
軽

減
策
等
に
つ
い
て
質
疑
し
、
要
望
し
た
。

　

令
和
２
年
度
以
降
、
コ
ロ
ナ
禍
や
物
価

高
騰
、
さ
ら
に
は
能
登
半
島
地
震
と
い
っ

た
社
会
環
境
の
急
変
が
続
く
中
に
あ
っ
て

も
、
全
国
初
の
自
治
体
間
農
業
連
携
協
定

の
締
結
や
、
シ
ー
パ
ス
パ
ー
ク
、
図
書
館

シ
ー
プ
ラ
の
開
設
、
そ
し
て
泉
大
津
急
性

期
メ
デ
ィ
カ
ル
セ
ン
タ
ー
の
開
院
な
ど
大

局
的
視
点
に
立
っ
た
取
り
組
み
を
進
め
て

き
た
が
、
今
後
も
財
政
の
健
全
性
を
確
保

し
つ
つ
、
市
民
の
暮
ら
し
を
よ
り
豊
か
に

す
る
た
め
の
工
夫
と
挑
戦
を
要
望
す
る
。

　

市
民
の
暮
ら
し
を
守
り
つ
つ
、
未
来
に

わ
た
り
持
続
可
能
な
新
た
な
価
値
を
生
み

出
そ
う
と
す
る
姿
勢
を
評
価
し
、
一
般
会

計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
全
会
計
に

賛
成
と
す
る
。

■
本
市
の
財
政
状
況
に
お
い
て
、
財
政
構

造
の
弾
力
性
を
評
価
す
る
経
常
収
支
比
率

は
前
年
度
か
ら
上
昇
し
て
お
り
、
依
然
と

し
て
硬
直
化
し
た
状
況
が
続
い
て
い
る
。

　

今
後
も
人
口
減
少
と
少
子
高
齢
化
が
予

測
さ
れ
る
中
、
公
共
施
設
適
正
配
置
基
本

計
画
に
基
づ
く
施
設
の
改
修
・
再
編
整
備

も
必
要
と
な
り
、
行
財
政
運
営
は
さ
ら
に

厳
し
く
な
る
。

　

市
長
と
職
員
が
一
丸
と
な
っ
て
市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
り
、
教
育
や
子
育

て
支
援
、
介
護
予
防
事
業
、
防
災
対
策
な

ど
を
さ
ら
に
充
実
さ
せ
、
高
齢
者
や
障
が

い
者
に
や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
、

本
市
の
魅
力
向
上
を
図
る
こ
と
を
要
望
す

る
。

　

病
院
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
泉
大
津

急
性
期
メ
デ
ィ
カ
ル
セ
ン
タ
ー
、
市
立
周

産
期
小
児
医
療
セ
ン
タ
ー
が
そ
れ
ぞ
れ
の

特
色
を
最
大
限
に
発
揮
し
、
救
急
受
入
体

制
の
充
実
・
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
市

民
の
命
と
健
康
を
守
る
医
療
体
制
の
充
実

を
要
望
す
る
。

　

今
後
の
予
算
編
成
に
向
け
て
、
堅
実
に

取
り
組
む
こ
と
を
要
望
し
、
一
般
会
計
、

特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
全
会
計
に
賛
成

と
す
る
。

■
一
般
会
計
に
つ
い
て
は
、
自
治
会
Ｄ
Ｘ

で
の
運
営
負
担
軽
減
、
見
守
り
Ｓ
Ｏ
Ｓ
事

業
へ
の
Ｇ
Ｐ
Ｓ
機
能
の
導
入
、
各
種
が
ん

検
診
に
お
け
る
新
し
い
検
査
方
法
の
研

究
・
検
討
、
道
路
事
業
等
に
お
け
る
予
防

保
全
強
化
の
た
め
の
さ
ら
な
る
新
技
術
導

入
と
包
括
管
理
導
入
の
慎
重
な
見
極
め
、

商
店
街
を
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
拠
点
と
し
た
非

日
常
体
験
の
提
供
、
教
育
の
蓄
積
デ
ー
タ

に
よ
る
個
別
学
習
の
最
適
化
な
ど
を
要
望

し
た
。

　

病
院
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
多
額
の

一
般
会
計
繰
入
金
と
一
時
借
入
金
か
ら
示

さ
れ
る
厳
し
い
経
営
状
況
を
改
善
す
る
た

め
、
固
定
費
の
徹
底
的
な
削
減
と
国
や
近

隣
自
治
体
に
負
担
を
求
め
る
働
き
か
け
を

行
う
な
ど
経
営
そ
の
も
の
の
抜
本
的
見
直

し
を
要
望
し
た
。

　
「
入
る
を
量
り
て
出
ず
る
を
制
す
」
と

い
う
古
来
か
ら
の
金
言
に
も
あ
る
よ
う
な

行
財
政
運
営
と
な
る
よ
う
に
、官
民
連
携
・

市
民
共
創
は
、
本
市
に
と
っ
て
出
ず
る
を

制
す
る
た
め
の
重
要
な
施
策
と
考
え
る
の

で
、
さ
ら
な
る
注
力
を
要
望
し
、
一
般
会

計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
全
会
計
に

賛
成
と
す
る
。

■
水
道
事
業
、
下
水
道
事
業
会
計
に
つ
い

て
は
、
今
後
も
市
民
の
暮
ら
し
を
支
え
る

点
か
ら
、
安
心
安
全
な
水
の
供
給
と
災
害

時
へ
の
対
応
を
さ
ら
に
進
め
る
よ
う
要
望

し
、
賛
成
と
す
る
。

　　

一
般
会
計
・
特
別
会
計
お
よ
び
病
院
事

業
会
計
は
賛
成
多
数
で
、
水
道
事
業
会
計

お
よ
び
下
水
道
事
業
会
計
は
全
会
一
致

で
、
認
定
し
ま
し
た
。

　
　①

診
療
報
酬
の
改
定
に
当
た
っ
て
は
、
地

　

域
医
療
全
体
の
持
続
可
能
性
が
担
保
で

　

き
る
よ
う
講
じ
る
こ
と
。

②
持
続
可
能
な
社
会
保
障
の
確
立
に
向
け
、

　

適
切
な
財
源
確
保
の
措
置
を
講
じ
る
こ

　

と
。

　

全
会
一
致
で
右
記
の
意
見
書
を
可
決

し
、
関
係
各
大
臣
等
に
送
付
し
ま
し
た
。

市議会で行われたこと
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決

意

書

見

将
来
に
わ
た
り
安
全
安
心
な
医

療
制
度
の
提
供
を
求
め
る
意
見

書
（
要
旨
）
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議決
結果

井
上　

信
久

村
岡　
　

均

丸
山　

直
土

大
塚　

英
一

野
田　

悦
子

西
條　
　

徹

黒
川　

俊
明

岡
本　

笑
明

池
辺　

貢
三

村
田　

雅
利

谷
野　
　

司

丸
谷
正
八
郎

朝
比
奈
大
貴

堀
口　

陽
一

森
下　
　

巖

松
本　

真
麗

令和６年度泉大津市一般会計及び特別会
計決算認定の件 ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 認定

令和６年度泉大津市病院事業会計決算認
定の件 ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 認定

議席番号

議 員 名
事 件 名

※議長（大塚英一）は表決に参加しないため、表決結果は―になっています。　　　　　　表の見方　○：賛成　×：反対　

賛否の公表賛否の公表 賛否が分かれた議決事件につきましては、下の表のとおりです。

【条例の制定・一部改正】
●泉大津市防災倉庫設置条例制定の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●泉大津市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件・・・・可決（全会一致）
●泉大津市職員の勤務時間等に関する条例の一部改正の件・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●泉大津市職員の育児休業等に関する条例等の一部改正の件・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●泉大津市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正の件・・・・・・・・可決（全会一致）

【予算】
●令和７年度泉大津市一般会計補正予算の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●令和７年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正予算の件・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●令和７年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算の件・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●令和７年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算の件・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●令和７年度泉大津市水道事業会計補正予算の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）

【認定】
●令和６年度泉大津市一般会計及び特別会計決算認定の件・・・・・・・・・・・・・・・認定（賛成多数）
●令和６年度泉大津市水道事業会計決算認定の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・認定（全会一致）
●令和６年度泉大津市下水道事業会計決算認定の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・認定（全会一致）
●令和６年度泉大津市病院事業会計決算認定の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・認定（賛成多数）

【その他の議案】
●泉大津市立上條小学校校舎棟改築工事請負契約締結の件・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●指定管理者の指定の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●令和６年度泉大津市水道事業会計剰余金処分の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●令和６年度泉大津市下水道事業会計剰余金処分の件・・・・・・・・・・・・・・・・・可決（全会一致）
●公平委員会委員の選任について同意を求める件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・同意（全会一致）

【報告】
●令和６年度泉大津市病院事業会計継続費精算報告書報告の件・・・・・・・・・・・・・報告
●令和６年度泉大津埠頭株式会社経営報告の件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・報告

第３回定例会での議決結果一覧第３回定例会での議決結果一覧

●８月２９日　　　　　　厚生文教委員会協議会
●９月　１日　　　　　　総務都市委員会協議会
●９月　８日　　　　　　議会運営委員会
●９月１０日、１１日　　本会議（一般質問、議案審議）
●９月１６日～２４日　　令和６年度決算審査特別委員会
●９月２６日　　　　　　議会運営委員会
●９月２９日　　　　　　本会議最終日（議案審議）

議　会　の　動　き　
9 月 21 日（日）
 まちなか万博
　 in シーパスパーク

　新たに設置された時計台
の除幕式があり、大塚議長
が出席しました。


